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○議長（茅沼隆文） 

それでは、日程第７ 認定第７号 決算認定について(水道事業会計)、日程第８ 

議案第５３号 水道事業会計未処分利益剰余金の処分について、あわせて細部説明を

担当課長に求めます。 

上下水道課長。 

○上下水道課長（熊澤勝己） 

では、朗読します。 

認定第７号 決算認定について。 

地方公営企業法第３０条第４項の規定により、平成２６年度開成町水道事業会計歳

入歳出決算は別冊のとおりにつき、監査委員の意見をつけて認定を求めます。 

平成２７年９月４日提出、開成町長、府川裕一。 

１枚、おめくりください。 

議案第５３号 平成２６年度開成町水道事業会計未処分利益剰余金の処分につい

て。 

平成２６年度開成町水道事業会計未処分利益剰余金を別冊のとおり処分する。よっ

て、地方公営企業法第３２条第２項の規定により議会の議決を求める。 

平成２７年９月４日提出、開成町長、府川裕一。 

恐れ入りますが、決算書の２８７ページをお開きください。 

平成２６年度開成町水道事業報告書の概要になります。 

概況を朗読させていただきます。 

総括事項。平成２７年３月３１日現在の給水装置使用数は前年度比２．４５％増で

１６７個増の６，９７７個、給水人口は前年度比０．９５％増で１６０人増の１万６，

９３９人となりました。年間有収水量は節水意識の向上により前年度より２万３，６

７２立方メートル減の１９３万６，５００立方メートル、１日平均給水量は前年度よ

り６５立方メートル減の５，３０５立方メートルで前年度比１．２１％の減でした。 

建設改良事業は、県道松田停車場線他配水管布設工事、町道１１９号線配水管布設

工事、南部地区土地区画整理区域街路配水管布設工事等を行いました。 

増設改良事業は、高台第二浄水場計装盤更新工事、水道施設中央監視システム更新

工事、高台第一浄水場高圧受電設備更新工事や消火栓設置工事等を行いました。 

営業収支では、事業収益全体としては前年度比２５．５８％の増収となりました。

事業支出全体は、前年度比１．１％の増額となりました。結果として、事業収益が事

業支出を上回ったことにより、総体としては４，３７８万１６９円の純利益となりま

した。 

決算書の２７４ページをお開きください。 

平成２６年度開成町水道事業決算報告書でございます。 

１、収益的収入及び支出、収入です。１款水道事業収益、当初予算額２億３，８３

９万１，０００円、補正予算額１５０万１，０００円の減額でございます。合計とし

まして２億３，６８９万円、決算額が２億５，４８５万２，７００円、予算額に比べ
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て決算額の増減としましては１，７９６万２，７００円の増額でございます。こちら

の増額につきましては、１節の営業収益にあります加入者給水工事加入金の増収が主

な原因でございます。 

１項営業収益、当初予算２億１，７４７万２，０００円、補正予算額１５０万１，

０００円の減額、こちらの補正減額につきましては、職員数の減に伴います水道徴収

手数料の減収分でございます。合計としまして２億１，５９７万１，０００円、決算

額が２億３，３８４万７，５３５円。 

営業外収益、２，０９１万９，０００円、決算額としまして２，１００万５，１６

５円です。 

支出です。１１款水道事業費用、当初予算額２億３，８３９万１，０００円、補正

予算額１５０万１，０００円の減額です。合計としまして、２億３，６８９万円、決

算額が２億５８４万３，１５５円、不用額が３，１０４万６，８４５円でございます。 

１項営業費用、当初予算額１億７，３８６万３，０００円、補正予算額４９４万９，

０００円。こちらの補正につきましては、職員減によります人件費の減でございます。

予備費支出額３９０万９，４３０円、こちらにつきましては、有形固定資産償却費等

の不足のため予備費からの支出になっております。合計１億７，２８２万３，４３０

円に対しまして、決算額が１億６，８７２万６，３３８円、不用額が４０９万７，０

９２円であります。 

２項営業外費用、こちらは企業債利息や消費税が主な内容でございます。補正予算

額の３００万円の増と予備費支出額の９万２，４００円は、消費税の不足分でござい

ます。予算額３，５４０万６，４００円に対し決算額が３，５１４万５，２１１円、

不用額は２６万１，１８９円でございます。 

３項予備費です。補正予算額の４４万８，０００円は、営業費用と営業外費用の補

正に伴う増減でございます。予備費支出額４０２万２，４３６円は、先ほど言いまし

た営業費用と営業外費用での予備費の流用に伴う支出でございます。合計としまして

２，６６８万８，５６４円、決算額は０円になります。不用額は同額でございます。 

８項特別損失は、２件の還付による過年度損益修正と４６期の不納欠損の合計とな

りまして、２万６０６円を予備費から充用しております。予算額が１９７万１，６０

６円、決算額も同額になっております。 

続きまして、次のページの２の資本的収入及び支出。 

まず、収入です。２款資本的収入です。当初予算６，０３３万円に対して補正額８

５９万円の減額により、補正後の予算額が５，１７４万円です。決算額は３，５６４

万２，４００円、予算額に比べ決算額の増減としまして１，６０９万７，６００円の

減になっております。こちらの減額の理由としましては、下水道工事に伴います水道

管布設がえ工事の分担金の減と企業債の減が主な理由でございます。 

１項分担金、補正額の１９２万円は、下水道工事に伴う水道管布設がえ工事の分担

金の減額分でございます。予算額１３１万に対して決算額が２１万２，４００円です。 

２項負担金、補正予算額１３万円は、消火栓ボックス交換が１基増えたための増額
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の補正でございます。予算額２４３万円に対し、決算額２４３万円でございます。 

５項企業債、補正予算額６８０万円の減額を行いました。予算額３，３００万円に

対して、決算額も同額の３，３００万円でございます。 

その他資本的収入、予算額１，５００万円に対し決算額は０円でございます。 

次に支出です。１２款資本的支出、補正予算としまして１，２００万６，０００円

の減額を行っております。補正後の予算額が１億５，８５７万円に対し決算額が１億

４，９８２万５，６９４円で、執行率は９４．４％になります。不用額は８７４万４，

３０６円でございます。 

まず、１項建設改良費、補正額の８０万３，０００円の減額は、工事請負費の減額

でございます。予算額１，８４９万７，０００円に対し決算額は１，７６７万４，２

００円で、不用額は８２万２，８００円でございます。不用額は、事業の執行残が主

な要因でございます。 

２項増設改良費、補正予算額１，１２０万３，０００円の減額は、下水道工事に伴

います下水道管布設がえ工事等の中止と、工事及び委託事業の執行残でございます。

予算額７，１９４万８，０００円に対して決算額が６，７０２万７，０７１円で、不

用額は４９２万９２９円でございます。 

３項企業債償還金です。決算額６，５１２万５，０００円は、水道事業で借り入れ

ました財政融資資金や地方公共団体金融機構資金の本年度の返却分に伴う元金返済

金で、不用額は５７７円となっております。 

４項の予備費は、支出はありません。予算額３００万円に対し決算額は０円でござ

います。 

なお、欄の下段に書いてあります注意書きにつきましては、資本的収入額が資本的

支出額に対して不足が生じましたので、公営企業法の会計処理方法によって補填した

内容を書いております。 

それでは、事業別説明書の９０ページ、９１ページをお開きください。決算書では

２９３ページになります。 

水道事業の歳入です。区分、収益的収入、水道事業収益の営業収益、給水収益の水

道使用料です。平成２６年度に調定しました４万１，３６８件の水道使用料収益でご

ざいます。前年度よりも１４２万３，０００円の減でございます。 

その下の受託工事収益です。給水工事加入金、平成２６年度に調定しました２６７

件の新規加入者水道加入金等でございます。前年度よりも３，０２０万円、１５１．

８％の増になっております。内訳としましては、水道管１３ミリが５８件、２０ミリ

が１９３件、２５ミリが８件、管の増設が８件になっております。 

その他の営業収益、手数料でございます。給水工事設計審査３８４件、開始・停止

１，７３１件、給水工事指定工事店申請等８件、閲覧申請が１８４件、下水道料金徴

収などの手数料が主な内容でございます。前年度よりも８９万３，０００円、９．５％

の減になっております。 

雑収入、仮設メーターの賃借料２１件、仮設メーター水道使用料１７件、検満メー
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ターの売却費、東京電力の賠償費等が主な内容でございます。 

他会計負担金としまして、３６９基分の消火栓維持管理の費用でございます。 

営業外収益の受取利息及び配当金の預金利息です。定期預金、県民債、横浜市公債

に係る預金の利子でございます。 

長期前受金戻入益につきましては、減価償却のうち補助金等で取得しました部分の

戻入益でございます。こちらにつきましては、新しい会計制度によりまして、今年度

からこちらのほうに記載をさせていただいております。 

雑収益、雑収益です。足柄上地区非常用飲料水貯水槽清掃点検業務の負担金と、小

田急電鉄軌道敷地下埋設用地の使用料でございます。足柄上地区の飲料水貯水槽の清

掃につきましては、２年に１回実施しているもので、開成町のほうが実施して、その

負担分を県のほうからいただいているものでございます。 

資本的収入、資本的収入の分担金、配水管布設分担金の配水管布設分担金でござい

ます。こちらにつきましては、下水道工事に伴います配水管布設工事に係る分担金で

す。前年度よりも１０３万９，０００円、８４．１％の減でございます。 

負担金、他会計負担金、消火栓設置費負担金です。消火栓設置２基、消火栓ボック

スの交換２基に係る負担金でございます。前年度よりも１８万４，０００円の増でご

ざいます。 

企業債、企業債でございます。配水管布設工事等６件に係る起債です。地方公共団

体金融機構の貸し付けが１件ございます。 

次のページ、９２ページ、９３ページをお開きください。 

水道事業、歳出、収益的支出でございます。目のほうで、これから読ませていただ

きます。原水浄水配水及び給水費です。こちらにつきましては、水質検査、滅菌装置

保守点検及び電気設備の保安の委託、漏水当番費や給水・配水管の維持管理を行って

おります。 

受託工事費です。高台第二浄水場漏水補修工事や町道２０１号線ほか制水弁筐周り

の舗装の工事を行っております。前年度よりも６８万９，０００円の減でございます。 

総係費。テレメータの回線利用によります浄水場設備の監視等により、効果的な水

道事務を行っております。水道契約世帯に非常用飲料水袋の配付を行っております。

こちらの非常用配水袋につきましては、町制６０周年記念としまして、水道契約をし

ていただいた世帯、全世帯にお配りしております。配付した件数が６，２７１世帯で

ございます。 

４の有形固定資産償却費です。有形固定資産の減価償却の経費でございます。 

５の資産減耗費です。有形固定資産の除却の経費でございます。 

営業外費用の１の支払利息です。平成２６年度当初企業債残高１１億６，０２４万

９，０００円に対する利子返済です。前年度よりも１６９万９，０００円の減でござ

います。 

特別損失、過年度損益修正損につきましては、過年度水道使用料の還付２件、不納

欠損１１８件の支払いでございます。 
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その他特別損失としまして、制度改正に伴います職員の期末勤勉手当、それに伴い

ます共済費の支出でございます。 

資本的支出の建設改良費の１、拡張事業費です。県道松田停車場線配水管布設工事

ほか３件の配水管工事を行いました。あと、南部地区に供給するため拡張事業を実施

しました。前年度よりも１，９９７万７，０００円の減でございます。 

増設改良費の配水施設整備工事費、高台第二浄水場計装盤更新工事、水道施設中央

監視システム更新工事ほか２件の浄水場設備の更新工事、及び下水道工事に伴います

町道２３０－２号線支線給水管布設の工事や空気弁、制水弁の交換工事を行いました。

消火栓設置２基、消火栓ボックス交換２基を行いました。前年度よりも３９３万７，

０００円の減でございます。 

メーター費。計量法に基づきまして８７０件の検満メーターの交換と、１，０８９

個のメーターの購入を行っております。 

企業債償還金の企業債償還金です。平成２６年度当初企業債残高１１億６，０２４

万９，０００円に対する元金返済の費用でございます。前年度よりも１８６万円の増

でございます。 

こちらの資料の最後のほうに資料４で水道工事の位置図があります。平成２６年度

の水道工事箇所がこちらの位置図のほうに記載されていますので、後ほどご覧くださ

い。 

では、恐れ入りますが、決算書のほうに戻っていただきまして、２９２ページをお

願いいたします。 

水道事業会計に伴います予算書の注記でございます。重要な会計方針としまして、

当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して財務諸表等を作成しておりま

す。 

まず、１、固定資産の減価償却の方法としまして、定額法によっております。主な

耐用年数、ロにつきましては、建物、構造物、機械及び装置、工具器具及び備品とし

まして、それぞれ表示しております。 

２の引当金の計上方法としまして、まず退職給付引当金としまして、神奈川県市町

村職員退職手当組合に加入しておりまして、一般負担金以外は一般会計で負担するた

め引当金は計上されておりません。 

賞与引当金、法定福利費引当金。職員の期末手当、勤勉手当及び法定福利費の支出

に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額をこ

ちらのほうで計上しております。 

貸倒引当金ですけれども、債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率に

より回収不能見込額を計上しております。 

３の消費税及び地方消費税の会計処理につきましては、消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜き方式によってされております。 

２番の予定キャッシュ・フロー計算書等につきましては、該当はありません。 

３番の予定貸借対照表等に関する注記でございます。今年度、こちらのほうが新し
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く決算のほうで表示をされております。 

まず、１番目のみなし償却制度の廃止に伴います経過措置に関する事項としまして、

平成２６年３月３１日において、償却資産の取得または改良に充てるための補助金等

で資本剰余金に整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得または

改良した資産で、補助金等の対応関係を個別に把握できる資産を除いた全ての資産を

対象として、按分等の方法を用いて合理的に整理をしております。 

当該償却資産でみなし償却規程を適用していた資産については、未償却部分等につ

きましては長期前受金及び利益剰余金に振りかえております。 

２の引当金の取り崩しのイの賞与引当金、法定福利費引当金の取り崩しにつきまし

ては、平成２６年度６月に賞与及びこれに関する法定福利費を支出するため、平成２

５年１２月から平成２６年３月分に当たります賞与引当金１３９万６，０００円及び

法定福利費引当金２３万９，０００円を特別損失として計上して取り崩しを行ってお

ります。 

その他の注記につきましては、新会計基準の移行による経過措置として修繕引当金

に関する経過措置。平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものにつきましては、

引き続き従前の例により取り崩すことということで、今回、これ以降、説明します決

算書であります２７８ページの平成２６年度水道事業損益計算書の部分につきまし

ては、この記載のもとに、平成２５年度と若干違った表記のほうをさせていただいて

おります。 

では、決算書の２７８ページをお開きください。 

平成２６年度開成町水道事業損益計算書でございます。こちらにつきましては、税

抜きの表示となっております。 

１の営業収益は、水道料金、給水加入金が主なものでございます。１の給水収益か

ら３のその他の営業収益までの合計としまして、２億１，７９３万７，３０２円でご

ざいます。営業費用としまして、１の原水浄水配水及び給水費から６の材料売却原価

までの合計が１億６，６１３万７，８８１円でございます。営業収益の合計としまし

ては、５，１７９万９，４２１円になります。 

営業外収益としまして、１の受取利息及び配当金から５の雑収益までの合計が２，

１００万５，１６５円、営業外費用の１の支払利息と２の雑支出の合計が２，７０５

万２，８１１円、合計としまして６０４万７，６４６円の減収でございます。 

これに５の特別損失、１の過年度損益修正損と２のその他特別損失の合計１９７万

１，６０６円を加えました合計が経常利益としまして、今年度、４，３７８万１６９

円となっております。当年度の純利益としまして、４，３７８万１６９円が収益とし

て計上をされております。 

こちらの今年度の純利益に対しまして、前年度繰越利益剰余金と、この下の段です

けれども、目的充当済未処分利益剰余金、こちらが新会計に伴いまして計上される額

でございますが、こちらにつきましては今までの補助金等の処分の合計の振りかえさ

れたものです。それを加えまして、当年度の未処分利益剰余金は１億５，９２０万４，
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４８５円となっております。 

次のページ、２８０、２８１ページをお開きください。 

平成２６年度開成町水道事業剰余金計算書でございます。こちらの剰余金計算書に

つきましては、先ほどの会計の経費に伴いまして表示方法が、今まで、２５年度に比

べまして表になっております。こちらにつきましては、ちょっと長くなりますけれど

も、要点だけご説明させていただきます。 

まず、欄の左側に上段に前年度末の残高という部分で記載されています。その下に、

６段目下のほうに当年度の変動額という部分が表示されています。こちらにつきまし

ては、特に新会計移行に伴います基準の移行が、当年度の移行で主に書いております。

一番下が当年度末残高になっております。 

上段上の右側のところ、資本金です。資本金につきましては、２５年度に自己資本

金と借入資本金の二つが記載されていましたけれども、自己資本金につきましては１

２億４，４３６万２，６９８円が前年度末にありまして、新年度に処分はありません

でした。当年度の変動もなく、当年度末残高は同額となっております。借入資本金、

こちらにつきましては、企業債等で今まで借入資本として位置づけられたものです。

こちらが、前年度末残高が１１億６，０２４万９，０９５円でございます。こちらに

つきましては、前年度の処分額はありませんけれども、当年度の変動としまして、新

会計基準への移行としまして、こちらは企業債のため負債の部のほうに移行していま

すので、全額をこちらから移行したため、当年度末としては０円になっております。 

次に、剰余金です。資本剰余金につきましては、まず国及び県補助金から受贈財産

評価額につきましての合計になっております。前年度末残高が１０億３，６０４万３

０４円であります。前年度に対する処分がありません。当年度変動としまして、当年

度発生額が９３８万９，６６７円、新会計に伴います移行が９億４，４６２万６，８

７９円でございます。当年度末残高としまして、１億８０万３，０９２円になってお

ります。 

利益剰余金、こちらが基本的に平成２５年度、計算書のほうで記載をされていた内

容ですけれども、若干細かくなっております。減債積立金と建設改良費積立金、こち

らにつきましては、前年度末残高が減債積立金が２，８１１万円と建設改良費積立金

が２，０００万円です。前年度移行等はなく今年度も移行されていませんので、当年

度末残高は同額になっております。 

未処分利益剰余金、こちらにつきましては、繰越利益剰余金が昨年度末残高で３，

１６２万７，０３２円になっております。こちら当年度の変動額としまして４，３７

８万１６９円、こちらが当年度の純利益になっております。これを加えまして、繰越

利益剰余金は７，５４０万７，２０１円になっております。使用後未処分利益剰余金、

こちらにつきましては、先ほどちょっと損益計算書のほうでご説明しました目的充当

済未処分利益剰余金になっております。当年度の変動としまして、新会計基準の移行

としまして８，３７９万７，２８４円がこちらのほうに加わりまして、当年度末残高

は同額です。未処分利益剰余金の合計としましては、先ほどの繰越利益剰余金と使用
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後未処分利益剰余金を合計しまして１億５，９２０万４，４８５円となります。 

この合計と減債積立金、建設改良費積立金を合計しました利益剰余金合計が２億７

３１万４，４８５円になっております。資本剰余金、あと利益剰余金を合計しました

資本合計としましては、１５億５，２４８万２７５円でございます。 

次のページをお開きください。 

平成２６年度開成町水道事業剰余金処分計算書（案）でございます。こちらが、議

案第３５号になります。こちらの表示も平成２５年度と変わっておりまして、新会計

基準に伴います表に伴います表示になっております。 

表の左側に当年度末残高と、その下に議会の議決による処分ということで、一番下

に処分後の残高という形になっております。表の上段の左側から、資本金としまして

当年度末残高の資本金が１２億４，４３６万２，６９８円、議会の議決による処分が

１億８，４６０万３７６円、処分後の残高が１４億２，８９６万３，０７４円。 

資本剰余金につきましては、先ほどの当年度末残高が１億８０万３，０９２円、議

会の議決による処分としまして、こちらは全て負債のほうに回すため全額を減額して、

処分後の残高を０円といたしたいと思います。 

未処分利益剰余金につきましては、繰越利益剰余金は当年度末残高が７，５４０万

７，２０１円、議会の議決による処分としまして減債積立金の積み立てが１，０００

万円、建設改良費の積み立てを３，５００万円、行いたいと思います。処分後の残高

が３，０４０万７，２０１円です。 

目的充当済未処分利益剰余金、当年度末８，３７９万７，２８４円につきましては、

議会の議決による処分としまして同額を全額処分したいと。こちらにつきましては、

今までの補助金の累計の処分としまして経理上あったものを０にしたいということ

で、０円になります。 

処分後の未処分利益剰余金の合計としましては、３，０４０万７，２０１円でござ

います。 

続きまして、２８４ページをご覧ください。 

平成２６年度開成町水道事業予定貸借対照表でございます。 

資産の部としまして、１の固定資産は、（１）有形固定資産、イの土地からトの建

設仮勘定までの有形固定資産合計につきましては、２７億１，３８３万７，７４３円

でございます。無形固定資産としましては、イの電話加入権が２１万３，０４０円、

３、その他の資産としましては、リサイクル預託金、こちらにつきましては公用車の

リサイクル預託金が９，１３０円。固定資産の合計としましては２７億１，４０５万

９，９１３円になっております。 

２の流動資産としまして、現金預金が５億３，７６７万３，６５２円、未収金貸倒

引当金が２，７３７万８１円、貯蔵品としまして１２万１，１５８円、流動資産合計

としましては５億６，５１６万４，８９１円でございます。 

こちらの合計をしまして、資産合計としましては３２億７，９２２万４，８０４円

でございます。 
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負債の部でございます。 

こちらにつきましては、３の固定負債、１の企業債、こちらが昨年度からの先ほど

の剰余金計算書のほうで移動しました借入資本金の部分の企業債の部分になってお

ります。こちらにつきましては、２８年度以降の通常分の金額を記載しております。

そちらの企業債が１０億６，１６４万７，８２９円と、修繕の引当金が３００万円の

合計としまして１０億６，４６４万７，８２９円です。 

流動負債の一時借入金と２の企業債、こちらのほうの企業債のほうも先ほど言いま

した借入資本のほうの平成２７年度に返却する部分として追加をさせていただいて

おります。そちらのほうからロの法定福利費引当金までの合計、流動負債の合計が１

億３５８万１，６９７円です。 

繰延収益、こちらにつきましても、新しく新会計によりまして、こちらの負債の部

の中に記載をさせていただいております。こちらのほうの長期前受金のイの国県補助

金からホの受贈財産評価額の合計としまして、繰延収益合計が５億５，８５１万５，

００３円です。 

負債の合計としましては、１７億２，６７４万４，５２９円になります。 

次のページのほうの資本の部でございます。 

６の資本金、こちらのほうが１の自己資本金でございます。こちらのイの固定資本

金からハの出資金の合計が、資本合計としまして１２億４，４３６万２，６９８円で

す。 

７の剰余金、１の資本剰余金のイの国県補助金からホの受贈財産評価額の合計、資

本剰余金合計が１億８０万３，０９２円。２の利益剰余金のイの建設改良積立金から

ハの未処分利益剰余金までの利益剰余金合計が２億７３１万４，４８５円で、剰余金

合計が３億８１１万７，５７７円となります。資本金合計が１５億５，２４８万２７

５円で、負債と合わせた資本合計、こちらにつきましては、前のページの負債の部の

合計と合わせまして３２億７，９２２万４，８０４円でございます。 

次に、決算書の２９１ページをご覧ください。 

平成２６年度開成町水道事業キャッシュ・フロー計算書、現金等の動きになります。 

１の営業活動によるキャッシュ・フロー、こちらは１の当年度純利益から、２、営

業活動から得た現金預金への当年度純利益の調整のイの有形固定資産減価償却費か

らホの営業活動以外による資産及び負債の増減額の合計１億５，５８７万５，６１２

円に、受取利息及び配当金受入額と支払利息及び企業債取扱諸費の支払額、こちらに

つきましては営業活動で得た費用ではないので、こちらを減じた額が営業活動から得

た現金預金となりまして、１億２，９０９万６，２８８円となります。 

２番の投資活動によるキャッシュ・フローは、１の固定資産の取得による支出と２

番、上記の（１）実施に係る負担金収入を合計しまして、７，６８５万１，９０６円

のマイナスでございます。 

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、企業債の発行と２の企業債の

償還の合計としまして、３，２１２万４，４２３円の減額でございます。 
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これらを合計しました４、現金預金及び現金等価物増加額・減少額につきましては、

２，０１１万９，９５９円の増になります。これに昨年度の現金預金及び現金等価物

期首残高の５億１，７５５万３，６９３円を加えた額が６の現金預金及び現金等価物

期末残高になりまして、こちらが５億３，７６７万３，６５２円になります。 

こちらの金額につきましては、決算書の２９９ページをご覧ください。 

こちらのほうの中段の中に預金現金金融機関別明細書があります。こちらのほうに

今の現金の明細が記載されておりまして、こちらの現在高の合計とキャッシュ・フロ

ーの計算書のほうの合計が同額になっております。 

説明は以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

認定第７号 決算認定について（水道事業会計）及び議案第５３号 水道事業会計

未処分利益剰余金の処分についての細部説明を終了いたします。 

以上で本日の日程は全て終了いたしましたので、本日は、これにて散会いたします。 

                    午後４時 ５分 散会 

 

 

 


